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　このパンフレットにおさめられているのは、１０月に行われた第
１０回中央委員会総会で決定し、いま全党の討論によって、みん
なの英知を集めて練り上げられている真っ最中にある、綱領一部
改定案（黄色のラインマーカーが改定部分）です。

　今度の綱領一部改定案では、これまでの綱領のすぐれた内容
をすべて生かしつつ、２１世紀のいま、新しく解明が求められてい
る問題にも、大胆に答える内容を盛り込んでいます。
　日本経済のどこが問題で、暮らしを良くする道はどこにある？　
軍国主義の全面的な復活の危険は？　深刻化の一途をたどる気
候危機にどう対応するか？　ＡＩ（人工知能）をどうとらえ、どう対
応するか？　性と生殖に関する健康と権利をどう考えるか？　ケア
労働をどう位置づけ、どうやって労働条件を良くしていくか？　な
ど、現代の新しい課題に対する私たちの回答も、そこには書き込
まれています。

日本共産党は２０２７年１月に第３０回党大会を開き、
党の綱領の一部改定を行います。

私たちにとって、党の綱領とは、党の方針の中でも
一番重要な、根本の方針を明らかにしたものです。
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　「社会主義には自由がない」？　とんでもありません。綱領一部
改定案では、いま世界でもブームになっているカール・マルクス
の理論をしっかりとふまえて、「社会主義・共産主義の社会の最
大の特徴・目的は、人間の自由をあらゆる意味で豊かに保障し
開花させることにある」ことを大きく打ち出した、画期的な内容を
まとめています。

　どなたにお読みいただいても分かりやすいように、表現を工夫
しています。どうかぜひお手にとって、ご一読いただくことを訴え
ます。
　そして、ご一読していただいて、「内容が賛同できる」となったら、
ぜひとも日本共産党に入党してほしいのです。
　いま入党していただけると、１月の党大会に向けて、あなたも
この歴史的文書に対して党員として意見を言い、全国の仲間と
力を合わせて仕上げるという、ビッグ・チャンスを手にすること
になります。
　みんなの知恵と力を集めて、新しい綱領をつくり、それを羅針
盤にして、平和で住みよい社会、戦争の心配のない世界をつくる
ために、力を合わせようではありませんか。

いちばん大きな改定は、
社会主義・共産主義の社会についてです。
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［ １ ］日本共産党は、わが国の進歩と変革の伝統を受けつぎ、日
本と世界の人民の解放闘争の高まりのなかで、一九二二年七月
一五日、科学的社会主義を理論的な基礎とする政党として、創立
された。
　当時の日本は、世界の主要な独占資本主義国の一つになって
はいたが、国を統治する全権限を天皇が握る専制政治（絶対主
義的天皇制）がしかれ、国民から権利と自由を奪うとともに、農
村では重い小作料で耕作農民をしめつける半封建的な地主制度
が支配し、独占資本主義も労働者の無権利と過酷な搾取を特徴
としていた。この体制のもと、日本は、アジアで唯一の帝国主義
国として、アジア諸国にたいする五〇年余におよぶ侵略戦争と植
民地支配の道を進んでいた。
　党は、この状況を打破して、まず平和で民主的な日本をつくり
あげる民主主義革命を実現することを当面の任務とし、ついで社
会主義革命に進むという方針のもとに活動した。

［ ２ ］ 党は、日本国民を無権利状態においてきた天皇制の専制
支配を倒し、主権在民、国民の自由と人権をかちとるためにた

日本共産党綱領 一部改定案

戦前の日本社会と日本共産党1
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たかった。
　党は、半封建的な地主制度をなくし、土地を農民に解放する
ためにたたかった。
　党は、とりわけ過酷な搾取によって苦しめられていた労働者階
級の生活の根本的な改善、家父長制のもと徹底した差別と無権
利状態におかれていた女性の解放、すべての勤労者、知識人、
青年の権利と生活の向上のためにたたかった。
　党は、進歩的、民主的、革命的な文化の創造と普及のために
たたかった。
　党は、ロシア革命と中国革命にたいする日本帝国主義の干渉
戦争、中国にたいする侵略戦争に反対し、世界とアジアの平和
のためにたたかった。
　党は、日本帝国主義の植民地であった朝鮮、台湾の解放と、ア
ジアの植民地・半植民地諸民族の完全独立を支持してたたかった。

［ 3 ］日本帝国主義は、一九三一年、中国の東北部への侵略戦
争を、一九三七年には中国への全面侵略戦争を開始して、第
二次世界大戦に道を開く最初の侵略国家となった。一九四〇年、
ヨーロッパにおけるドイツ、イタリアのファシズム国家と軍事同
盟を結成し、一九四一年には、中国侵略の戦争をアジア・太平
洋全域に拡大して、第二次世界大戦の推進者となった。
　帝国主義戦争と天皇制権力の暴圧によって、国民は苦難を強
いられた。党の活動には重大な困難があり、つまずきも起こっ
たが、多くの日本共産党員は、迫害や投獄に屈することなく、
さまざまな裏切りともたたかい、党の旗を守って活動した。この
たたかいで少なからぬ党員が弾圧のため生命を奪われた。
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　他のすべての政党が侵略と戦争、反動の流れに合流するな
かで、日本共産党が平和と民主主義の旗を掲げて不屈にたた
かい続けたことは、日本の平和と民主主義の事業にとって不滅
の意義をもった。
　侵略戦争は、二千万人をこえるアジア諸国民と三百万人をこ
える日本国民の生命を奪った。この戦争のなかで、沖縄は地上
戦の戦場となり、日本本土も全土にわたる空襲で多くの地方が
焦土となった。一九四五年八月には、アメリカ軍によって広島、
長崎に世界最初の原爆が投下され、その犠牲者は二十数万人
にのぼり（同年末までの人数）、日本国民は、核兵器の惨害を
その歴史に刻み込んだ被爆国民となった。
　ファシズムと軍国主義の日独伊三国同盟が世界的に敗退す
るなかで、一九四五年八月、日本帝国主義は敗北し、日本政
府はポツダム宣言を受諾した。反ファッショ連合国によるこの
宣言は、軍国主義の除去と民主主義の確立を基本的な内容と
したもので、日本の国民が進むべき道は、平和で民主的な日
本の実現にこそあることを示した。これは、党が不屈に掲げて
きた方針が基本的に正しかったことを、証明したものであった。

［ ４ ］第二次世界大戦後の日本では、いくつかの大きな変化が
起こった。

現在の日本社会の特質２
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第一は、日本が、独立国としての地位を失い、アメリカへの
事実上の従属国の立場になったことである。
敗戦後の日本は、反ファッショ連合国を代表するという名目
で、アメリカ軍の占領下におかれた。アメリカは、その占領支
配をやがて自分の単独支配に変え、さらに一九五一年に締結
されたサンフランシスコ平和条約と日米安保条約では、沖縄
の占領支配を継続するとともに、日本本土においても、占領下
に各地につくった米軍基地の主要部分を存続させ、アメリカ
の世界戦略の半永久的な前線基地という役割を日本に押しつ
けた。日米安保条約は、一九六〇年に改定されたが、それは、
日本の従属的な地位を改善するどころか、基地貸与条約とい
う性格にくわえ、有事のさいに米軍と共同して戦う日米共同作
戦条項や日米経済協力の条項などを新しい柱として盛り込み、
日本をアメリカの戦争にまきこむ対米従属的な軍事同盟条約
に改悪・強化したものであった。
第二は、日本の政治制度における、天皇絶対の専制政治か
ら、主権在民を原則とする民主政治への変化である。この変
化を代表したのは、一九四七年に施行された日本国憲法であ
る。この憲法は、主権在民、戦争の放棄、国民の基本的人権、
国権の最高機関としての国会の地位、地方自治など、民主政
治の柱となる一連の民主的平和的な条項を定めた。天皇条項
は、民主主義の徹底に逆行する弱点を残したものだったが、
そこでも天皇の地位は「主権の存する日本国民の総意に基く」
とされ、天皇は「国政に関する権能を有しない」ことなどの制
限条項が明記された。
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この変化によって、日本の政治史上はじめて、国民の多数の
意思にもとづき、国会を通じて、社会の進歩と変革を進めると
いう道すじが、制度面で準備されることになった。
第三は、戦前、天皇制の専制政治とともに、日本社会の半
封建的な性格の根深い根源となっていた半封建的な地主制度
が、農地改革によって、基本的に解体されたことである。この
ことは、日本独占資本主義に、その発展のより近代的な条件
を与え、戦後の急成長を促進する要因の一つとなった。
日本は、これらの条件のもとで、世界の独占資本主義国の一つ
として、大きな経済的発展をとげた。しかし、経済的な高成長に
もかかわらず、アメリカにたいする従属的な同盟という対米関係
の基本は変わらなかった。

［ ５ ］わが国は、発達した資本主義国でありながら、国土や軍
事などの重要な部分をアメリカに握られた事実上の従属国と
なっている。
わが国には、戦争直後の全面占領の時期につくられたアメリ
カ軍事基地の大きな部分が、半世紀を経ていまだに全国に配
備され続けている。なかでも、敗戦直後に日本本土から切り
離されて米軍の占領下におかれ、サンフランシスコ平和条約
でも占領支配の継続が規定された沖縄は、アジア最大の軍事
基地とされている。沖縄県民を先頭にした国民的なたたかい
のなかで、一九七二年、施政権返還がかちとられたが、米軍
基地の実態は基本的に変わらず、沖縄県民は、米軍基地のた
だなかでの生活を余儀なくされている。アメリカ軍は、治外法
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権的な特権を与えられた日米地位協定のもとで、わが国の領
土、領空、領海をほしいままに踏みにじっている。広島、長崎、
ビキニと、国民が三たび核兵器の犠牲とされた日本に、国民
に隠して核兵器持ち込みの「核密約」さえ押しつけている。
日本の自衛隊は、海外派兵体制の強化のもとでアメリカ軍
の指揮と統制のもとに深く組み込まれており、アメリカの世界
戦略の一翼を担わされている。
アメリカは、日本の軍事や外交に、依然として重要な支配力
をもち、経済面でもつねに大きな発言権を行使している。日
本の政府代表は、国連その他国際政治の舞台で、しばしばア
メリカ政府の代弁者の役割を果たしている。
日本とアメリカとの関係は、対等・平等の同盟関係では決し
てない。日本の現状は、発達した資本主義諸国のあいだでは
もちろん、植民地支配が過去のものとなった今日の世界の国
際関係のなかで、きわめて異常な国家的な対米従属の状態に
ある。アメリカの対日支配は、明らかに、アメリカの世界戦略
とアメリカ独占資本主義の利益のために、日本の主権と独立を
踏みにじる帝国主義的な性格のものである。

［ ６ ］日本独占資本主義は、戦後の情勢のもとで、対米従属的
な国家独占資本主義として発展した。その中心をなす少数の
大企業は、大きな富をその手に集中して、巨大化と多国籍企
業化の道を進むとともに、日本政府をその強い影響のもとに置
き、国家機構の全体を自分たちの階級的利益の実現のために
最大限に活用してきた。国内的には、大企業・財界が、アメ
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リカの対日支配と結びついて、日本と国民を支配する中心勢力
の地位を占めている。
大企業・財界の横暴な支配のもと、国民の生活と権利にか
かわる多くの分野で、ヨーロッパなどで常識となっている社会
的ルールがいまだに確立していないことは、日本社会の重大
な弱点となっている。労働者は、過労死さえもたらす長時間・
過密労働や著しく差別的な不安定雇用に苦しみ、多くの企業
で「サービス残業」という違法の搾取方式までが常態化して
いる。雇用保障でも、ヨーロッパのような解雇規制の立法も存
在しない。
ジェンダー平等の面でも、国際条約に反するおくれた実態
が、社会生活の各分野に残って、国際的な批判を受けている。
公権力による人権の侵害をはじめ、さまざまな分野での国民
の基本的人権の抑圧も、重大な状態を残している。
日本の工業や商業に大きな比重を占め、日本経済に不可欠
の役割を担う中小企業は、大企業との取り引き関係でも、金
融面、税制面、行政面でも、不公正な差別と抑圧を押しつけ
られ、不断の経営悪化に苦しんでいる。農業は、自立的な発
展に必要な保障を与えられないまま、「貿易自由化」の嵐にさ
らされ、食料自給率が発達した資本主義国で最低の水準に落
ち込み、農業復興の前途を見いだしえない状況が続いている。
国民全体の生命と健康にかかわる環境問題でも、大企業を
中心とする利潤第一の生産と開発の政策は、自然と生活環境
の破壊を全国的な規模、地球的な規模で引き起こしている。
日本政府は、大企業・財界を代弁して、大企業の利益優先
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の経済・財政政策を続けてきた。消費税増税が大企業・富裕
層減税と一体にくりかえされ、日本の財政支出の大きな部分
が大企業中心の支出と空前の大軍拡に向けられ、社会保障と
教育への公的支出は発達した資本主義国のなかで最低水準に
とどまっている。
その根底には、反動的党派・政治家や特権官僚と大企業・
財界との腐敗した癒着・結合がある。絶えることのない汚職・
買収・腐敗の連鎖は、日本独占資本主義と反動政治の腐朽の
底深さを表わしている。
日本経済にたいするアメリカの介入は、これまでもしばしば
日本政府の経済政策に誤った方向づけを与え、日本経済の危
機と矛盾の大きな要因となってきた。
一九九〇年代以降、新自由主義とよばれる弱肉強食と自己
責任を押しつける経済政策が強引に進められ、労働法制の規
制緩和、社会保障の連続改悪など、もともと弱かった国民の
生活と権利をまもる社会的ルールがいっそう弱体化させられ
た。大企業の利益と内部留保は増えたが、大株主の目先の利
益が最優先され、労働者と中小企業にはコストカットが強い
られている。それは一握りの大企業と大株主・大資産家への
富の一極集中をつくりだすとともに、貧困と格差をいちじる
しく拡大し、国民生活と日本経済の長期にわたる停滞・悪化
を引き起こしている。二一世紀の世界資本主義の矛盾の深ま
りともあいまって、日本独占資本主義は、激しい矛盾と危機、
深刻な行き詰まりに直面している。
日本独占資本主義と日本政府は、アメリカの目したの同盟
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者としての役割を、軍事、外交、経済のあらゆる面で積極的、
能動的に果たしつつ、アメリカの世界戦略に日本をより深く結
びつける形で、自分自身の海外での活動を拡大している。
軍事面でも、日本政府は、アメリカの戦争計画の一翼を担
いながら、自衛隊の海外派兵の範囲と水準を一歩一歩拡大し、
海外派兵を既成事実化するとともに、それをテコに有事立法、
集団的自衛権行使容認の安保法制（戦争法）の強行、「専守防
衛」さえ投げ捨てた空前の大軍拡、武器輸出の解禁などを進
めている。対米従属の深まりと一体に、公然と海外派兵によっ
て対外侵略をしうる政治・軍事・経済体制づくり＝軍国主義
の全面的復活の危険が生まれており、憲法第九条の改定をは
じめとする憲法改悪は、その最大の焦点となっている。軍国
主義の全面的復活をめざす政策と行動は、アメリカの先制攻
撃戦略と結びついて展開され、アジア諸国民との対立を引き
起こしており、アメリカの前線基地の役割とあわせて、日本を、
アジアにおける軍事的緊張の危険な震源地の一つとしている。
対米従属と大企業・財界の横暴な支配を最大の特質とする
この体制は、日本国民の根本的な利益とのあいだに解決でき
ない多くの矛盾をもっている。その矛盾は、二一世紀に入って、
ますます重大で深刻なものとなりつつある。
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［ 7 ］二〇世紀は、独占資本主義、帝国主義の世界支配をもっ
て始まった。この世紀のあいだに、人類社会は、二回の世界大戦、
ファシズムと軍国主義、一連の侵略戦争など、世界的な惨禍を
経験したが、諸国民の努力と苦闘を通じて、それらを乗り越え、
人類史の上でも画期をなす巨大な変化が進行した。
多くの人民を抑圧の鎖のもとにおいた植民地体制は完全に
崩壊し、人民の自決権は公認の世界的な原理という地位を獲
得し、百を超える国ぐにが新たに政治的独立をかちとって主
権国家となった。これらの国ぐにを主要な構成国とする非同盟
諸国会議は、国際政治の舞台で、平和と人民自決の世界をめ
ざす重要な力となっている。
国民主権の民主主義の流れは、世界の大多数の国ぐにで政
治の原則となり、世界政治の主流となりつつある。人権の問
題では、自由権とともに、社会権の豊かな発展のもとで、国
際的な人権保障の基準がつくられてきた。人権を擁護し発展
させることは国際的な課題となっている。
国際連合の設立とともに、戦争の違法化が世界史の発展方
向として明確にされ、戦争を未然に防止する平和の国際秩序
の建設が世界的な目標として提起された。二〇世紀の諸経験、
なかでも侵略戦争やその企てとのたたかいを通じて、平和の
国際秩序を現実に確立することが、世界諸国民のいよいよ緊
急切実な課題となりつつある。

２１世紀の世界3
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これらの巨大な変化のなかでも、植民地体制の崩壊は最大
の変化であり、それは世界の構造を大きく変え、民主主義と
人権、平和の国際秩序の発展を促進した。

［ 8 ］一九一七年にロシアで十月社会主義革命が起こり、第二
次世界大戦後には、アジア、東ヨーロッパ、ラテンアメリカの
一連の国ぐにが、資本主義からの離脱の道に踏み出した。
　最初に社会主義への道に踏み出したソ連では、レーニンが
指導した最初の段階においては、おくれた社会経済状態から
の出発という制約にもかかわらず、また、少なくない試行錯誤
をともないながら、真剣に社会主義をめざす一連の積極的努
力が記録された。とりわけ民族自決権の完全な承認を対外政
策の根本にすえたことは、世界の植民地体制の崩壊を促すも
のとなった。
しかし、レーニン死後、スターリンをはじめとする歴代指導
部は、社会主義の原則を投げ捨てて、対外的には、他民族へ
の侵略と抑圧という覇権主義の道、国内的には、国民から自由
と民主主義を奪い、勤労人民を抑圧する官僚主義・専制主義
の道を進んだ。「社会主義」の看板を掲げておこなわれただけ
に、これらの誤りが世界の平和と社会進歩の運動に与えた否
定的影響は、とりわけ重大であった。
日本共産党は、科学的社会主義を擁護する自主独立の党と
して、日本の平和と社会進歩の運動にたいするソ連覇権主義
の干渉にたいしても、チェコスロバキアやアフガニスタンに
たいするソ連の武力侵略にたいしても、断固としてたたかい
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ぬいた。
ソ連とそれに従属してきた東ヨーロッパ諸国で一九八九～
九一年に起こった支配体制の崩壊は、社会主義の失敗ではな
く、社会主義の道から離れ去った覇権主義と官僚主義・専制
主義の破産であった。これらの国ぐにでは、革命の出発点に
おいては、社会主義をめざすという目標が掲げられたが、指
導部が誤った道を進んだ結果、社会の実態としては、社会主
義とは無縁な人間抑圧型の社会として、その解体を迎えた。
ソ連覇権主義という歴史的な巨悪の崩壊は、大局的な視野で
見れば、世界の平和と社会進歩の流れを発展させる新たな契機
となった。それは、世界の革命運動の健全な発展への新しい可
能性を開く意義をもった。

［ 9 ］植民地体制の崩壊と百を超える主権国家の誕生という、
二〇世紀に起こった世界の構造変化は、二一世紀の今日、平
和と社会進歩を促進する生きた力を発揮しはじめている。一
握りの大国が世界政治を思いのままに動かしていた時代は終わ
り、世界のすべての国ぐにが、対等・平等の資格で、世界政治
の主人公になる新しい時代が開かれつつある。諸政府とともに
市民社会が、国際政治の構成員として大きな役割を果たしてい
ることは、新しい特徴である。
「ノーモア・ヒロシマ、ナガサキ（広島・長崎をくりかえす
な）」という被爆者の声、核兵器廃絶を求める世界と日本の声
は、国際政治を大きく動かし、人類史上初めて核兵器を違法
化する核兵器禁止条約が成立した。核兵器を軍事戦略の柱に
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すえて独占体制を強化し続ける核兵器固執勢力のたくらみは
根づよいが、この逆流は、「核兵器のない世界」をめざす諸政府、
市民社会によって、追い詰められ、孤立しつつある。
東南アジアやラテンアメリカで、平和の地域協力の流れが形
成され、困難や曲折を経ながらも発展している。これらの地域が、
紛争の平和的解決をはかり、大国の支配に反対して自主性を貫
き、非核地帯条約を結び核兵器廃絶の世界的な源泉になってい
ることは、注目される。とくに、東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡ
Ｎ）が、紛争の平和的解決を掲げた条約を土台に、平和の地域
共同体をつくりあげ、この流れをアジア・太平洋地域に広げて
いることは、世界の平和秩序への貢献となっている。
二〇世紀中頃につくられた国際的な人権保障の基準を土台
に、女性、子ども、障害者、少数者、移住労働者、先住民な
どへの差別をなくし、その尊厳を保障する国際規範が発展し
ている。ジェンダー平等を求める国際的潮流が大きく発展し、
経済的・社会的差別をなくすこととともに、女性にたいするあ
らゆる形態の暴力を撤廃することが国際社会の課題となって
いる。

［ 10 ］巨大に発達した生産力を制御できないという資本主義
の矛盾は、現在、広範な人民諸階層の状態の悪化、貧富の格
差の拡大、くりかえす不況と大量失業、国境を越えた金融投
機の横行、環境条件の地球的規模での破壊、植民地支配の負
の遺産の重大さ、アジア・中東・アフリカ・ラテンアメリカの
国ぐにでの貧困など、かつてない大きな規模と鋭さをもって現
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われている。
とりわけ、貧富の格差の世界的規模での空前の拡大、地球
的規模でさまざまな災厄をもたらしつつある気候危機は、資
本主義体制が二一世紀に生き残る資格を問う問題となってお
り、その是正・抑制を求める諸国民のたたかいは、人類の未
来にとって死活的意義をもつ。
世界のさまざまな地域での軍事同盟体制の強化や、各種の
紛争で武力解決を優先させようとする企て、国際テロリズムの
横行、排外主義の台頭などは、緊張を激化させ、平和を脅か
す要因となっている。
なかでも、アメリカが、アメリカ一国の利益を世界平和の利
益と国際秩序の上に置き、国連をも無視して他国にたいする
先制攻撃戦略をもち、それを実行するなど、軍事的覇権主義
に固執していることは、重大である。アメリカは、地球的規模
で軍事基地をはりめぐらし、世界のどこにたいしても介入、攻
撃する態勢を取り続けている。そこには、独占資本主義に特
有の帝国主義的侵略性が、むきだしの形で現われている。こ
れらの政策と行動は、諸国民の独立と自由の原則とも、国連
憲章の諸原則とも両立できない、あからさまな覇権主義、帝
国主義の政策と行動である。
いま、アメリカ帝国主義は、世界の平和と安全、諸国民の主
権と独立にとって最大の脅威となっている。
その覇権主義、帝国主義の政策と行動は、アメリカと他の
独占資本主義諸国とのあいだにも矛盾や対立を引き起こして
いる。また、経済の「グローバル化」を名目に世界の各国を
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アメリカ中心の経済秩序に組み込もうとする経済的覇権主義
も、世界の経済に重大な混乱をもたらしている。
軍事的覇権主義を本質としつつも、世界の構造変化のもと
で、アメリカの行動に、国際問題を外交交渉によって解決す
るという側面が現われていることは、注目すべきである。
いくつかの大国で強まっている大国主義・覇権主義は、世
界の平和と進歩への逆流となっている。アメリカと他の台頭す
る大国との覇権争いが激化し、世界と地域に新たな緊張をつ
くりだしていることは、重大である。

［ 11 ］この情勢のなかで、いかなる覇権主義にも反対し、平
和の国際秩序を守る闘争、核兵器のすみやかな廃絶をめざす
闘争、軍事同盟に反対する闘争、人民の自決権を徹底して尊
重しその侵害を許さない闘争、民主主義と人権を擁護し発展
させ、排外主義に反対する闘争、各国の経済主権の尊重のう
えに立った民主的な国際経済秩序を確立するための闘争が、
いよいよ重大な意義をもってきている。
　深刻化する気候危機を、後戻りが不可能な限界点を超える
前に抑制し、地球環境を守るための国際的な取り組みを強め
ることは、人類の生存がかかった急務である。
　ＡＩ（人工知能）を巨大企業が利用するもとで生まれてい
る雇用、労働、環境、人権などへの害悪をただし、軍事への
利用をやめさせ、人類がＡＩを制御できなくなる破滅的な危
険を回避し、技術的発展の恩恵をすべての人びとのものにす
るための社会的ルールを国際協調でつくることは緊急の課題
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となっている。
平和と進歩をめざす勢力が、それぞれの国でも、また国際
的にも、正しい前進と連帯をはかることが重要である。
日本共産党は、労働者階級をはじめ、独立、平和、民主主義、
社会進歩のためにたたかう世界のすべての人民と連帯し、人
類の進歩のための闘争を支持する。
なかでも、国連憲章にもとづく平和の国際秩序か、独立と
主権を侵害する覇権主義的な国際秩序かの選択が、問われて
いる。日本共産党は、どんな国であれ覇権主義的な干渉、戦
争、抑圧、支配を許さず、平和の国際秩序を築き、核兵器の
ない世界、軍事同盟のない世界を実現するための国際的連帯
を、世界に広げるために力をつくす。
世界史の進行には、多くの波乱や曲折、ときには一時的な、
あるいはかなり長期にわたる逆行もあるが、帝国主義・資本主
義を乗り越え、社会主義に前進することは、大局的には歴史の
不可避的な発展方向である。

［ 12 ］現在、日本社会が必要としている変革は、社会主義革
命ではなく、異常な対米従属と大企業・財界の横暴な支配の
打破―日本の真の独立の確保と政治・経済・社会の民主主
義的な改革の実現を内容とする民主主義革命である。それら

民主主義革命と民主連合政府4
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は、資本主義の枠内で可能な民主的改革であるが、日本の独
占資本主義と対米従属の体制を代表する勢力から、日本国民
の利益を代表する勢力の手に国の権力を移すことによってこ
そ、その本格的な実現に進むことができる。この民主的改革
を達成することは、当面する国民的な苦難を解決し、国民大
多数の根本的な利益にこたえる独立・民主・平和の日本に道
を開くものである。

［ 13 ］現在、日本社会が必要とする民主的改革の主要な内容は、
次のとおりである。

●国の独立・安全保障・外交の分野で
１　日米安保条約を、条約第十条の手続き（アメリカ政府へ
の通告）によって廃棄し、アメリカ軍とその軍事基地を撤退さ
せる。対等平等の立場にもとづく日米友好条約を結ぶ。経済
面でも、アメリカによる不当な介入を許さず、金融・為替・貿
易を含むあらゆる分野で自主性を確立する。
２　沖縄をはじめとするアメリカ軍の軍事基地の縮小・撤去
を進め、日米地位協定の抜本的な改定をはかる。
３　主権回復後の日本は、いかなる軍事同盟にも参加せず、
すべての国と友好関係を結ぶ平和・中立・非同盟の道を進み、
非同盟諸国会議に参加する。
４　自衛隊については、安保法制など海外派兵立法を廃止し、
軍縮の措置をとる。安保条約廃棄後のアジア情勢の新しい展
開を踏まえつつ、国民の合意での憲法第九条の完全実施（自
衛隊の解消）に向かっての前進をはかる。
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５　次の基本点にたって、平和外交を展開する。
―日本が過去におこなった侵略戦争と植民地支配の反省を
踏まえ、アジア諸国との友好・交流を重視する。紛争の平
和的解決を原則とした平和の地域協力の包摂的な枠組み
を東アジアに築く。
―国連憲章・国際法に規定された平和の国際秩序を擁護し、
この秩序を侵犯・破壊するいかなる覇権主義的な企てにも
反対する。
―人類の死活にかかわる核戦争の防止と核兵器の廃絶をめ
ざし、核兵器禁止条約に参加する。各国人民の自決権の
擁護、全般的軍縮とすべての軍事同盟の解体、外国軍事
基地の撤去をめざす。
―一般市民を犠牲にする無差別テロにも報復戦争にも反対
し、テロの根絶のための国際的な世論と共同行動を発展さ
せる。
―日本の歴史的領土である千島列島と歯舞群島・色丹島の
返還をめざす。
―多国籍企業の無責任な活動を規制し、地球環境を保護す
るとともに、一部の大国の経済的覇権主義をおさえ、すべ
ての国の経済主権の尊重および平等・公平を基礎とする
民主的な国際経済秩序の確立をめざす。
―紛争の平和解決、災害、難民、貧困、飢餓などの人道問
題にたいして、非軍事的な手段による国際的な支援活動を
積極的におこなう。
―社会制度の異なる諸国の平和共存および異なる価値観を
もった諸文明間の対話と共存の関係の確立に力をつくす。
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●憲法と民主主義の分野で
１　現行憲法の前文をふくむ全条項を守り、とくに平和的民
主的諸条項の完全実施をめざす。
２　国会を名実ともに最高機関とする議会制民主主義の体制、
反対党を含む複数政党制、選挙で多数を得た政党または政党
連合が政権を担当する政権交代制は、当然堅持する。
３　選挙制度、行政機構、司法制度などは、憲法の主権在民
と平和の精神にたって、改革を進める。
４　地方政治では「住民が主人公」を貫き、住民の利益への
奉仕を最優先の課題とする地方自治を確立する。
５　国民の基本的人権を制限・抑圧するあらゆる企てを排除
し、社会的経済的諸条件の変化に対応する人権の充実をはか
る。労働基本権を全面的に擁護する。企業の内部を含め、社
会生活の各分野で、思想・信条の違いによる差別を一掃する。
差別と分断をあおる排外主義に反対する。
６　ジェンダー平等社会をつくる。男女の平等、同権をあら
ゆる分野で擁護し、保障する。女性の独立した人格を尊重し、
女性の社会的、法的な地位を高める。女性の社会的進出・貢
献を妨げている障害を取り除く。性と生殖に関する健康と権
利（セクシュアル・リプロダクティブヘルス＆ライツ）を保障
する。性的指向と性自認を理由とする差別をなくす。
７　教育では、憲法の平和と民主主義の理念を生かした教育
制度・行政の改革をおこない、各段階での教育諸条件の向上
と教育内容の充実につとめる。
８　文化各分野の積極的な伝統を受けつぎ、科学、技術、文化、
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芸術、スポーツなどの多面的な発展をはかる。学問・研究と
文化活動の自由を守る。
９　信教の自由を擁護し、政教分離の原則の徹底をはかる。
10　汚職・腐敗・利権の政治を根絶するために、企業・団体
献金を禁止する。
11　天皇条項については、「国政に関する権能を有しない」な
どの制限規定の厳格な実施を重視し、天皇の政治利用をはじ
め、憲法の条項と精神からの逸脱を是正する。
　党は、一人の個人が世襲で「国民統合」の象徴となると
いう現制度は、民主主義および人間の平等の原則と両立する
ものではなく、国民主権の原則の首尾一貫した展開のために
は、民主共和制の政治体制の実現をはかるべきだとの立場に
立つ。天皇の制度は憲法上の制度であり、その存廃は、将来、
情勢が熟したときに、国民の総意によって解決されるべきも
のである。

●経済的民主主義の分野で
１　「ルールなき資本主義」の現状を打破し、ヨーロッパの主
要資本主義諸国や国際条約などの到達点も踏まえつつ、国民
の生活と権利を守る社会的ルールをつくる。
２　大企業にたいする民主的規制を主な手段として、その横
暴な経済支配をおさえる。民主的規制を通じて、労働者や消
費者、中小企業と地域経済、環境にたいする社会的責任を大
企業に果たさせ、国民の生活と権利を守る社会的ルールづく
りを促進するとともに、つりあいのとれた経済の発展をはかる。
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３　労働者の自由な生活時間を拡大し、人間的発達や社会的交
流の権利を保障する。労働時間の抜本的短縮、最低賃金の大
幅引き上げ、非正規ワーカーの待遇改善、一方的解雇の規制な
どを推進する。国の責任でケア労働者の待遇改善をはかる。
４　食料自給率の向上、安全・安心な食料の確保、国土の保
全など多面的機能を重視し、農林水産政策の根本的な転換を
はかる。国の産業政策のなかで、農業を基幹的な生産部門と
して位置づける。
５　原子力発電所は廃止し、核燃料サイクルから撤退し、「原
発ゼロの日本」をつくる。気候危機から人類の未来を守るた
め早期に「温室効果ガス排出量実質ゼロ」を実現する。環境
とエネルギー自給率の引き上げを重視し、再生可能エネルギー
と省エネルギーへの抜本的転換をはかる。経済活動や軍事基
地などによる環境破壊と公害に反対し、自然保護と環境保全の
ための規制措置を強化する。
６　国民の生存権を保障し、国民各層の生活を支える基本的
制度として、年金、医療、介護、障害者福祉、生活保護など
社会保障制度の総合的な充実と確立をはかる。子どもの健康
と福祉、子育ての援助のための社会施設と措置の確立を重視
する。子どもを産むか産まないか、いつ、何人もつかを自分で
決める権利、およびその土台となる健康を、すべての人が享受
できる社会をつくる。
７　国の予算で、大企業本位の支出や空前の大軍拡、むだな
大型公共事業などを優先させている現状をあらため、国民の
くらしと社会保障、教育、住宅などに重点をおいた財政・経
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済の運営をめざす。大企業・大資産家優遇の税制をあらため、
消費税減税・廃止を進め、負担能力に応じた負担という原則
にたった税制と社会保障制度の確立をめざす。
８　すべての国ぐにとの平等・互恵の経済関係を促進し、貧困
問題や地球環境問題など、世界的規模の問題の解決への積極
的な貢献をはかる。
　

［ 14 ］民主主義的な変革は、労働者、勤労市民、農漁民、中
小企業家、知識人、女性、青年、学生など、独立、民主主義、
平和、生活向上を求めるすべての人びとを結集した統一戦線
によって、実現される。統一戦線は、反動的党派とたたかい
ながら、民主的党派、各分野の諸団体、民主的な人びととの
共同と団結をかためることによってつくりあげられ、成長・発
展する。当面のさしせまった任務にもとづく共同と団結は、世
界観や歴史観、宗教的信条の違いをこえて、推進されなけれ
ばならない。
日本共産党は、国民的な共同と団結をめざすこの運動で、
先頭にたって推進する役割を果たさなければならない。日本
共産党が、高い政治的、理論的な力量と、労働者をはじめ国
民諸階層と広く深く結びついた強大な組織力をもって発展す
ることは、統一戦線の発展のための決定的な条件となる。
日本共産党と統一戦線の勢力が、積極的に国会の議席を占
め、国会外の運動と結びついてたたかうことは、国民の要求
の実現にとっても、また変革の事業の前進にとっても、重要
である。
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日本共産党と統一戦線の勢力が、国民多数の支持を得て、
国会で安定した過半数を占めるならば、統一戦線の政府・民
主連合政府をつくることができる。日本共産党は、「国民が主
人公」を一貫した信条として活動してきた政党として、国会の
多数の支持を得て民主連合政府をつくるために奮闘する。
統一戦線の発展の過程では、民主的改革の内容の主要点の
すべてではないが、いくつかの目標では一致し、その一致点に
もとづく統一戦線の条件が生まれるという場合も起こりうる。
党は、その場合でも、その共同が国民の利益にこたえ、現在
の反動支配を打破してゆくのに役立つかぎり、さしあたって一
致できる目標の範囲で統一戦線を形成し、統一戦線の政府を
つくるために力をつくす。
また、全国各地で革新・民主の自治体を確立することは、
その地方・地域の住民の要求実現の柱となると同時に、国政
における民主的革新的な流れを前進させるうえでも、重要な
力となる。
民主連合政府の樹立は、国民多数の支持にもとづき、独占
資本主義と対米従属の体制を代表する支配勢力の妨害や抵抗
を打ち破るたたかいを通じて達成できる。対日支配の存続に
固執するアメリカの支配勢力の妨害の動きも、もちろん、軽視
することはできない。
このたたかいは、政府の樹立をもって終わるものではない。
引き続く前進のなかで、民主勢力の統一と国民的なたたかい
を基礎に、統一戦線の政府が国の機構の全体を名実ともに掌
握し、行政の諸機構が新しい国民的な諸政策の担い手となる
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ことが、重要な意義をもってくる。
民主連合政府は、労働者、勤労市民、農漁民、中小企業家、
知識人、女性、青年、学生など国民諸階層・諸団体の民主連
合に基盤をおき、日本の真の独立の回復と民主主義的変革を
実行することによって、日本の新しい進路を開く任務をもった
政権である。

［ 15 ］民主主義的変革によって独立・民主・平和の日本が実
現することは、日本国民の歴史の根本的な転換点となる。日
本は、アメリカへの事実上の従属国の地位から抜け出し、日本
国民は、真の主権を回復するとともに、国内的にも、はじめて
国の主人公となる。民主的な改革によって、日本は、戦争や
軍事的緊張の根源であることをやめ、アジアと世界の平和の
強固な礎の一つに変わり、日本国民の活力を生かした政治的・
経済的・文化的な新しい発展の道がひらかれる。日本の進路
の民主的、平和的な転換は、アジアにおける平和秩序の形成
の上でも大きな役割を担い、二一世紀におけるアジアと世界
の情勢の発展にとって、重大な転換点の一つとなりうるもので
ある。
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［ 16 ］日本の社会発展の次の段階は、資本主義を乗り越え、
社会主義・共産主義の社会への前進をはかる社会主義的変革
が課題となる。
社会主義・共産主義の社会の最大の特徴・目的は、人間の
自由をあらゆる意味で豊かに保障し開花させることにある。そ
の土台となるのは、主要な生産手段の所有・管理・運営を社
会の手に移す生産手段の社会化である。社会化の対象となる
のは生産手段だけで、生活手段については、この社会の発展
のあらゆる段階を通じて、私有財産が保障される。
　社会主義・共産主義の社会は、資本主義の特徴である利潤
第一主義と、それが生み出す害悪から自由になる社会である。
生産手段の社会化によって、人間は、搾取から自由になり、
貧困や格差から自由になり、労働は本来の人間的性格を回復
する。経済の計画的な運営が可能となり、くりかえしの不況
や恐慌から自由になり、環境破壊から自由になる。
　社会主義・共産主義の社会は、各個人の自由で全面的な発
展を基本原理とする社会である。その保障となるのは、労働
時間が抜本的に短縮され、すべての人間が十分な自由な時間
をもつことである。自由な時間を使って、すべての人間がそ
の能力をのびのびと発展させ、それが社会の発展につながる
好循環が生まれる。ここにこそ社会主義・共産主義の社会の
真の自由の輝きがある。生産手段の社会化は、搾取を廃止し、

社会主義・共産主義の社会をめざして5
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資本主義に特有の社会的浪費をなくすことによって、労働時
間を抜本的に短縮する条件となる。
　社会主義・共産主義の社会は、資本主義社会のような生産
力の無限の量的発展をめざすのでなく、全面的に発展した人
間によって担われ、労働や環境と調和する、新しい質での生
産力の発展をめざす社会である。
　社会主義・共産主義の社会は、原則としていっさいの強制の
ない、国家権力そのものが不必要になる社会、人間による人間
の搾取もなく、抑圧も戦争もない、真に自由で平等な人間関係
からなる共同社会である。
人類は、こうして、本当の意味での人間的な生存と生活の
諸条件をかちとり、人類史の新しい発展段階に足を踏み出す
ことになる。

［ 17 ］社会主義的変革は、短期間に一挙におこなわれるもの
ではなく、国民の合意のもと、一歩一歩の段階的な前進を必
要とする長期の過程である。
　その出発点となるのは、社会主義・共産主義への前進を支
持する国民多数の合意の形成であり、国会の安定した過半数
を基礎として、社会主義をめざす権力がつくられることである。
そのすべての段階で、国民の合意が前提となる。
日本共産党は、社会主義への前進の方向を支持するすべて
の党派や人びとと協力する統一戦線政策を堅持し、勤労市民、
農漁民、中小企業家にたいしては、その利益を尊重しつつ、
社会の多数の人びとの納得と支持を基礎に、社会主義的改革
の道を進むよう努力する。
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日本における社会主義への道は、多くの新しい諸問題を、日
本国民の英知と創意によって解決しながら進む新たな挑戦と
開拓の過程となる。日本共産党は、そのなかで、次の諸点に
とくに注意を向け、その立場を守りぬく。

（１）生産手段の社会化は、その所有・管理・運営が、情勢と
条件に応じて多様な形態をとりうるものであり、日本社会にふ
さわしい独自の形態の探究が重要であるが、生産者が主役と
いう社会主義の原則を踏みはずしてはならない。「国有化」や
「集団化」の看板で、生産者を抑圧する官僚専制の体制をつく
りあげた旧ソ連の誤りは、絶対に再現させてはならない。

（２）市場経済を通じて社会主義に進むことは、日本の条件に
かなった社会主義の法則的な発展方向である。社会主義的改
革の推進にあたっては、計画性と市場経済とを結合させた弾
力的で効率的な経済運営、農漁業・中小商工業など私的な発
意の尊重などの努力と探究が重要である。国民の消費生活を
統制したり画一化したりするいわゆる「統制経済」は、社会主義・
共産主義の日本の経済生活では全面的に否定される。

（３）さまざまな思想・信条の自由、反対政党を含む政治活動
の自由は厳格に保障される。「社会主義」の名のもとに、特定
の政党に「指導」政党としての特権を与えたり、特定の世界
観を「国定の哲学」と意義づけたりすることは、日本におけ
る社会主義の道とは無縁であり、きびしくしりぞけられる。
社会主義的変革の過程では、生産手段の社会化を土台にし
て、生産過程のなかでの人間関係から支配・被支配のなごり
を一掃し、真に自由で平等な人間関係をつくりだす変革が重
要となる。
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　社会主義・共産主義の日本では、人間がほんとうの意味で、
社会の主人公となり、「国民が主人公」という民主主義の理念
は、政治・経済・文化・社会の全体にわたって、社会的な現
実になる。

［ 18 ］これまでの世界では、資本主義時代の高度な経済的・
社会的な達成を踏まえて、社会主義的変革に本格的に取り組
んだ経験はなかった。発達した資本主義の国での社会主義・
共産主義への前進をめざす取り組みは、二一世紀の新しい世
界史的な課題である。
　発達した資本主義国での社会主義的変革は、特別の困難性
をもつとともに、人間の自由が飛躍的に拡大する壮大な可能
性をもった事業である。この変革は、生産手段の社会化を土
台に、資本主義のもとでつくりだされた高度な生産力、経済
を社会的に規制・管理するしくみ、国民の生活と権利を守る
社会的ルール、自由と民主主義の諸制度と国民のたたかいの
歴史的経験、人間の豊かな個性などの成果を、継承し発展さ
せることによって、実現される。発達した資本主義国での社
会変革は、社会主義・共産主義への大道である。日本共産党
が果たすべき役割は、世界的にもきわめて大きい。
日本共産党は、それぞれの段階で日本社会が必要とする変
革の諸課題の遂行に努力をそそぎながら、二一世紀を、搾取
も抑圧もない共同社会の建設に向かう人類史的な前進の世紀
とすることをめざして、力をつくすものである。
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